チャランケ通信　第58号　2014年4月7日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
　プロ野球が開幕し、セントラルでは読売ジャイアンツの強さが際立っている。続く、広島カープも健闘はしているものの、何だか力強さに欠け、こいのぼりの季節までの「春先の珍事」にならないよう祈るばかりである。それにしても、田中将大の大リーグでの初先発・初勝利は、お見事というしかない。今後の活躍が楽しみであり、その結果に注目して行きたい。
成熟した経済の下、消費税率引き上げはどんな結果をもたらすのか　　
平成２６年度がスタートした。やはり何と言っても気になるのが消費税率の引き上げであり、経済に与える影響だろうか。今の日本経済の潜在成長率は、実質で約0,5%程度と言われている。人口が減り始めているため、一人当たりに直せば1,5%程度の成長であり、若々しい成長力旺盛の経済ではなく、今や成熟した経済になっているだけに、これ以上の成長は我々の想像を超えるようなイノベーションでも起きない限り、なかなか望めなくなっている。
ただ、圧倒的多数の働く人たちの賃金が、１%程度しか上がらない中での消費税率の3%の引き上げが、可処分所得の引き下げに直結し、消費支出の低下による内需の削減は確実に効いてくるわけで、デフレ経済への与える影響は短期的には厳しいものがあろう。労働界に期待したいのは、労働力不足を背景にした低賃金労働者の賃金の底上げであり、生活苦を撥ねのけていく戦いの組み立てである。来春闘こそ、その戦いの嚆矢にしてもらいたいものだ。
来年10月から10%への引き上げは延期をするのではないか
安倍内閣が経済界に賃上げの要請を行ったのも、消費税率の引き上げのダメージを和らげることもあっただろう。何よりも、デフレから２%程度のインフレへと転換をさせるためには、ここで賃金の上昇と価格への転嫁が不可欠だと判断したのであろう。ただ、安倍首相の発想の根底には、名目で４%程度の成長があれば増税をしないでも財政再建が達成できる、という「リフレ派」「上げ潮派」の考え方があるのだろう。今回の5%から8％への引き上げも、いやいやながら実施した経過があり、来年10月からの10％への引き上げには相当のハードルの高さがあると見た方がいい。 
　マイナスの金利は、設備投資の前提条件なのか、需要がない「無人島」で商売はできない
そこで実体経済のこれからの動きだが、異次元の金融緩和から丁度1年経過した。円安による株価や資産価格の上昇とともに、海外からの輸入品価格の上昇により物価が1,3%程度まで上昇してはいるものの、5月頃までで円安効果は一巡し、更なる円安が無ければ海外からのインフレ要因は喪失する。他方、財政による公共事業の効果は、経済の持続的成長に効果が出ており、消費税引き上げ前の駆け込み需要と相まって今年1~3月期の成長率を嵩上げしているに違いない。
ただし、肝腎の民間設備投資は依然として火がついておらず、円安にもかかわらず輸出が伸びない中で、公共事業だけが老いたる日本経済をけん引している姿が浮かんでくる。それとても、何時までも財政赤字の拡大を伴いながら景気対策として推進することも不可能になりつつあることは、ここ4か月近く続いている経常収支の赤字への転換が如実に物語っている。民間の設備投資に火をつけるべく第三の矢である成長戦略を提起するのだが、如何せん需要の無いところで「法人税率の引き下げ」に象徴されるように、供給サイドばかり強化しようとしているわけで、「無人島で商売」しても売れるわけがない。
市場の効率化と安定化は両立できない、市場原理主義の問題
需要は、専ら国民生活の不安を解消できる分野である医療・介護・子育て・教育・環境エネルギーと言った分野に広がっている。そこは、公的規制が必要な分野でもあり、市場原理主義による規制緩和ではうまく機能しなくなってくる。それだけに、どのようにこれらの分野への資源を配分したり、所得再分配ができるのか、問われている。そのための財源をどのように調達できるのか、消費税の引き上げを軸にした「国民負担」の引き上げをやりたくない安倍政権にとっては、最大の難問と言えよう。
　そうした中で注目したいのが、労働力不足が深刻になり始めているということだろう。雇用の一般的な改善の動向は統計データの上にも出てきており、失業率は3,7%で有効求人倍率も1,04にまで達している。日銀の短観でも、雇用については、なかなかタイトになってきていることを窺い知ることができる。とりわけ、建設業や医療・介護分野での労働力不足が深刻で、外国人労働力を移入する動きが出始めている。こうした分野の労働条件が劣悪なため、日本人で資格を持っていながら家庭内や他の分野に引っこんでしまっている優秀な労働力がいるわけで、そうした問題を解決していくことの重要性こそ解決すべき先決問題と言えよう。
建設業界などでは、最近では入札ができないのは人手不足や資材が足りないことが大きな要因の一つになっていると言われており、公共事業の拡大や復興事業、さらには東京オリンピックの建設事業なども加わり、バブル的様相すら出始めているようだ。労働力・人材のボトルネックこそが、日本経済の抱える構造的な弱点になりつつあるようだ。日本経済が経済安定化のための公共事業依存から脱却できるかどうか、再び問われ始めているように思われる。
中国経済の不良債権問題は金融危機の問題でもある
　視点を海外に向けたとき、気になるのは中国経済の動向である。どうやらリーマンショックからの経済回復として約40兆元の政府支出を決定し、実施してきたのだが、その結果、直接かどうかは別として広い意味での政府債務として中国審計署(日本では会計検査院か)が昨年12月末に監査結果を発表した。その発表によれば、中央政府の負債は昨年6月末時点で12兆3600億元で名目GDPに占める割合は23,8%である。シャドーバンキングの主要な最終的借り手である地方政府の債務残高をみると、17兆9000億元に達しており、行政レベルが下位になればなるほど債務残高の増加率が高く、特に深刻なのが市レベルの政府だという。地方政府に貸し出しをしているのは圧倒的に銀行部門で、融資額の過半数56,6%を占めており、返済リスクが大きくなっている。
　4月1日付の日本経済新聞電子版によれば、中国4大銀行が開示した元本保証のない理財商品(個人向け資産運用金融商品の総称)の販売残高は、13年12月末時点の合計で約2兆8000億元(約45兆円)だという。銀行側最大手の工商銀行の易頭取は「投資は自己責任であり、当行は支払いを保証しない」「金融にリスクが伴うのは正常なことだ」と記者会見で明言している。
　中国経済が危機に陥ったら、日本政府は包容力を持った対応を
　何だか、日本のバブル崩壊時の不良債権問題を髣髴させる事実が出始めたようで、今後の中国経済の行方には暗雲が漂い始めたようだ。中国との関係で言えば、尖閣問題や最近では安倍総理の靖国神社参拝を始めとする一連の右翼的な言動や南京大虐殺など歴史認識を巡って対立が激化してきている。そこへ持ってきて、中国経済のバブルの崩壊や金融危機の発生が起きたとき、日本の採るべき対応は「包容力」を持ったものにしていく必要があると思う。中国に対して「ざまを見ろ」という態度ではなく、「日本も過去にバブル崩壊で苦しんだ歴史がある。その経験をぜひとも参考にしてほしい。そのために役立てることがあれば何なりと言って欲しい、協力を惜しまない」という態度ではなかろうか。
　そのことは、一つには今の日中関係を「対立から友好へ」と転換させていくチャンスにしていかなければならないわけで、そのためにも是非とも「包容力」を持った対応を取るべきであろう。もう一つは、いずれにせよ、今後の日本経済は中国をはじめとするアジア市場の中にしっかりと組みこんでいかなければならないわけで、そのためにも中国経済がダメージから一刻も早く立ち直り、日本と一緒になってアジアの経済発展をリードしていく必要があるからに他ならない。
朝日の山中特別編集委員のコラム、なかなか読みごたえあり
　このことを考えるうえで、朝日新聞の4月6日付の特別編集委員・山中季広氏の「(日曜に想う)日中韓、試される包容力」を読み、あらためてこうした立場が必要であることを痛感させられた。素晴らしいコラムであり、是非とも一読を進めたい。
特に、伊藤博文を暗殺した安重根に対する評価が、日韓で大きく異なっていることに対する複雑な思いは小生にもあり、逮捕され銃殺されるまで旅順の刑務所で安重根の看守を務めた陸軍憲兵千葉十七氏の「国境を超え、恩讐(おんしゅう)も超えた生き方」を知るにつけ、つくづく大きな「包容力」を持った政治が、社会が、国民が必要になっていることを痛感させられる。
さらに、このコラムの中で、7年前中国で開催された女子サッカーなでしこジャパンの選手たちが、反日一色の中国の観客に向けて、「ＡＲＩＧＡＴＯ　謝謝　ＣＨＩＮＡ」の横断幕をかかげたとき、中国側に強烈な印象を与え、中国紙は「日本の選手は不快な感情を乗り越えた」と論評し、山中氏はそのような態度こそ学ぶべきではないか、と取り上げているのだ。大変重要な問題提言と言えよう。
中国指導者たちの蓄財のすごさ、14億人を統治し続けられるのか
同じ中国の情報として、今年1月21日国際調査報道ジャーナリスト連合(ICIJ)が「中国オフショア金融の秘密」と題するレポートを発表し世界の注目を集めた。というのも、習近平、鄧小平、李鵬、胡錦濤と温家宝の家族の資料を公開し、中国共産党指導層の家族オフショア蓄財を暴露している。ただし、このレポートには江沢民、曾慶紅と周永康という今問題にされている幹部のデータが無く、彼らのグループが提供したのではないかと噂されているようだ。それにしても、ロシアの政権周辺の蓄財の規模も大きいが、中国のそれもなかなかのものがある。代議制民主主義の存在しない中国の政治体制が、今後どのようになって行くのかも注意してみていかなければならない課題だと言えよう。
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